















































現地法人・拠点あり 10 10.8 
海外と貿易 25 26.9 
必要性は感じている 31 33.3 
必要性を感じていない 27 29.0 































































中国 ASEAN インド 合計
度数 % 度数 % 度数 % 度数 %
現地法人・拠点あり 7 70.0 5 50.0 3 30.0 10 10.8 
海外と貿易 17 68.0 8 32.0 5 20.0 25 26.9 
必要性は感じている 23 74.2 12 38.7 10 32.3 31 33.3 
必要性を感じていない 18 66.7 8 29.6 2 7.4 27 29.0 























































2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
表３　BOI 認定案件数の推移
件数 総投資額 件数 総投資額 件数 総投資額 件数 総投資額 件数 総投資額
外国投資合計 575 209622 483 99617 563 212589 734 317291 782 325827
100％外国合計 315 106679 273 53434 305 104487 377 127942 414 139171
日本 257 83369 215 38398 260 97597 350 125932 354 171796
件数 総投資額 件数 総投資額 件数 総投資額 件数 総投資額 件数 総投資額
外国投資合計 751 266643 836 205612 838 351142 614 142077 856 279233
100％外国合計 404 124291 479 238004 496 157771 361 87736 558 183551
日本 353 115200 330 164323 324 106155 243 58905 342 100305
























































2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
外国投資合計 100％外国合計 日本
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
外国投資合計 364.6 206.2 377.6 432.3 416.7 355.1 245.9 419.0 231.4 326.2
100％外国合計 338.7 195.7 342.6 339.4 336.2 307.7 496.9 318.1 243.0 328.9









2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
外国投資合計 100％外国合計 日本
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
投資合計 364.6 206.2 377.6 432.3 416.7 355.1 245. 419.0 231.4 326.2
100％外国合計 338.7 195.7 342.6 339.4 336.2 307.7 496.9 318.1 243.0 328.9




































































2008年 8月 26日 15： 50～ 16： 50
2 0 1 1年 2月 9日 1 3： 1 5～ 1 4： 3 0
2010年 8月 18日 13： 30～ 16： 00
2010年 11月 8日 10： 00～ 11： 30
2010年 8月 18日 10： 45～ 12： 20
2010年 11月 9日 10： 30～ 12： 00
2 0 1 1年 2月 4日 1 0： 3 0～ 1 2： 0 0










































































































































































































































企業 A 資本金額：1000万円 資本金額：3000万 B（約 8400万円）
企業 C 従業員数：30名 従業員数：約 1500名
企業 D 資本金額：4800万円
従業員数：75名14）






































































































































４）http ://www.e-stat .go. jp/SG1/estat/List .
do?lid=000001076737（2011年８月閲覧）「調査の
概況」の「第９章 中小企業の海外展開の状況」
を参照のこと。
５）アンケート設計時に「進出」という用語を用い
ているが，実際に法人など拠点を有するだけで
なく輸出などのつながりも含めていることから，
「展開」の意味である。
６）2010年12月３日～12月22日までの間に，兵庫県
中小企業家同友会会員を対象に実施したアンケ
ート調査である。グループウェアを使い，1,349
社に依頼し，314社の回答を得た（回答率は23.3
％）。調査結果の概要ならびに結果については，
拙稿［2010］「グローバル化の中小企業経営への
影響および対応」兵庫県中小企業家同友会『NT
レポート』第29号 , pp.14-22を参照のこと。
７）BOIが奨励する業種は，（1）農業，農製品，（2）
鉱物，金属，セラミックス，（3）軽工業，（4）
電子，電気工業，（5）化学工業，パルプ，プラ
スチック，（6）機械製造，である。
８）BOIは，タイ国内の地域別誘致施策であり，３
つのゾーンごとによって以上のメリットの得ら
れる程度が異なっている。地域別の３つのゾー
ンとは，第一ゾーンがバンコク首都圏，第二ゾ
ーンがバンコク首都圏周辺，第三ゾーンがその
他の県である。また，第一ゾーンでは，特別の
業種以外は BOIの対象とならないといった制限
もある。これらの詳細については，http://www.
jssiam.com/BOI.htmlを参照のこと（2011年４月
閲覧）。
９）タイ国内では，ジョイントベンチャーの場合，
タイ国企業の株式所有が51％である場合に，土
地所有が認められる。逆に言えば，外資系企業
の株式所有が51％以上である場合，土地所有は
認められていない。
10）こうした経済情勢下におけるサプライヤー関係
のあり方を論じたものとして，拙著［2011］『現
代中小企業の発展プロセス―サプライヤー関係・
下請制・企業連携―』ミネルヴァ書房，第３章
「変容期における日本のサプライヤー関係と中小
企業―サプライヤー関係のレント分析―」
pp.39-59，を参照のこと。
11）受注側の中小企業の視点に立った行動を論じた
ものとして，拙稿［2011］「サプライヤー関係を
通じた価値創出と中小企業―中小サプライヤー
のケース・スタディ―」財団法人機械振興協会
経済研究所『新しい調達システムによるモノづ
くり競争力基盤の再構築―わが国における潜在
的技術優位の活用を目指して―』（機械工業経済
研究報告書 H22-3）pp.185-197，を参照のこと。
12）たとえば，タイで最大の工業団地とも言われる
アマタナコン工業団地では，当該工業団地に進
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出している企業のうち約60％が日系企業である
という。その業種別内訳は，自動車が32.6％，鉄
鋼，プラスチック関連が25.5％であるという。
2010年11月８日8：00～9：30にアマタナコン工
業団地の担当者に実施したインタビュー調査に
基づく。
13）日本における大阪の産業集積の特徴と課題につ
いては，拙稿「産業集積における中小製造企業
の存立と展望―大阪をケースとして―」阪南大
学学会『阪南論集　社会科学編』第46巻第２号 , 
pp.139-153，を参照のこと。
14）インタビュー調査の段階では105名であったが，
近日中に75名に削減するとのこと。
15）日本では中小企業基本法にて中小企業の範囲が
規定されており，資本金額が３億円以下あるい
は従業員数が300名以下となっている。それらの
うちどちらか一方を満たす限りにおいて中小企
業である。
16）この点については，拙稿「産業集積における中
小製造企業の存立と展望―大阪をケースとして
―」前掲，を参照のこと。ここでは，大阪の産
業集積をケースに，課題を明らかにすると同時
に，存続していくための展望を示している。
 （2011年11月25日掲載決定）
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